
Ⅰ. はじめに

　長期にわたる日本経済の停滞、産業構造の転換や日本企業の本格的グロー
バル展開に伴う工場の閉鎖・撤退、少子高齢化による地域の活力の低下な
ど、地域経済は多くの困難に直面している。
　本稿は茨城県日立市を事例に企業城下町における地域経済の困難さの現状
分析と打開への展望を論じる。日立市は、周知のように日立製作所発祥の地
であり、市内には海岸工場、山手工場、多賀工場、大甕工場があるほか、多
くの下請け工場もあり、日立市の地域経済は日立製作所に依存している。いわば
日立市の地域経済は日立製作所の経営状況によって左右されているのである。
　日立製作所は、重電、家電、コンピュータやシステム開発、鉄道車両など
総合電機のグローバル企業である。しかし日本の電機産業は、2000年代から
家電や半導体、コンピュータなど多くの部門で競争力を低下させており、事
業構造改革＝リストラを実行している。日立製作所も2008年のリーマンショ
ック後の事業構造改革の結果、下請け企業は、発注量の減少によって経営困
難に陥るなど日立市の地域経済も大きな変化の中にある。
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日立製作所のリストラと日立市の地域経済の変化
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Ⅱ. 電機産業で何が起きているか

　日立製作所の事業構造改革＝リストラで日立市の地域経済は大きな影響を受
けているが、そもそも日立製作所はなぜリストラに追い込まれたのか。それ
は、単に日立製作所の経営の失敗など経営上の問題に帰することはできず、電
機産業をめぐる構造的な変化による。なぜなら電機企業の経営不振は、単に日
立製作所だけでなく、シャープやソニー、パナソニックなどほぼすべての電機
企業に及び、これらの企業を2000年代にリストラに追い込んだからである。
　そこでまず日本の電機産業で何が起きたのか、簡単にみてみよう。
（1）「競争力」を失いつつある電機産業
　電機産業の変化を輸出競争力で見ると、2000年代に入ってから急速に低
下しつつある。貿易特化指数でみれば、1980年代後半から90年代前半まで
は自動車、一般機械と並んで0.7前後と極めて大きな輸出競争力を有してい
た。ところが、2000年前後から急速に輸出競争力を低下させ、2014年では
輸入超過寸前までになっている（図1）。1980年代ではほぼすべての電機製
品が世界一の市場シェアを誇っていたことを考えると、大きな変化が2000
年代に生じたということである。1

　電機産業の衰退は輸出競争力の低下として現れただけではない。全規模で
みれば、事業所数は95年の40,042が2013年には23,147へとほぼ半減して
いるし、従業者数では176万人が103万人へと70万人以上減少している。出荷
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図1　電機産業の急速な競争力の低下

出所：財務省「貿易統計」



額も54兆9634億円から36兆9064億円へ、付加価値額も19兆7270億円か
ら15兆1892億円（2008年）へと大幅に減少している（表1）。付加価値額
も減少し、付加価値生産性も停滞していることを考えると、日本の電機企業
は高付加価値製品を生産できなくなったことを示している。

　ではなぜ日本の電機産業は衰退しつつあるのか。一つは製品構造のデジタ
ル化・モジュール化が進み、工程分割が可能になったからである。モジュー
ル化が進むと、複雑なシステムでも、その構成要素（製品に対するユニット
や部品）の単位（要素分割単位）を工夫することにより、構成要素相互の依
存性を少なくし、構成要素の互換性を高めることができる。これにより少な
い構成要素の組合せでより多くのシステムバリエーション（製品バリエーシ
ョン）を実現することができるようになり、微妙な調整抜きで製品機能を発
揮できるようになった。微妙な調整を行う熟練的な技術が必要ではなくなる
ので、工業的蓄積が少ない新興国でも生産が可能になった。製品のデジタル
化・モジュール化、工程分割が可能になる一方で、グローバル化とIT化の
進展によって海外生産も進展してくると、エレクトロニクス製品の製造を委
託するEMS（Electronics Manufacturing　Service）という企業形態が成立
する。そうなると、PCやスマートフォーンの生産では、完成品メーカーは
企画・開発・設計のみを行い、製造は海外（アジア）のEMS企業に受託す
る国境を越えた国際分業構造が形成された。例えば、iPhoneにはDesigned 
by Apple in California Assembled in Chinaという文言が製品の裏に告示さ
れていることからわかるように、アメリカで企画・開発・設計などをおこな
い、必要な部品は日本・韓国・台湾・中国などから調達し、中国で組み立て
るということが可能になった。
　このような国際分業構造が成立すると、日本の電機企業のように垂直統合型
の企業構造では、市場を独占し、大量生産が可能になる場合を除けば、コスト高

表1　電機産業の「衰退」（全規模）

出所：「工業統計表」より作成
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になる。なぜならEMS企業は製品を大量受託し、部品も大量に調達するので、
取引関係で部品単価を低下させることができるが、市場シェアが低下し大量生
産できない日本企業は、高い部品価格で調達せざるを得なくなるからである。
　また日本では電機大企業が8社あり、それぞれが家電やエレクトロニクス
製品を製造し、国内で市場競争を行っていることから、限られた市場で細分
化された競争を行い、開発投資も分散化される。これに対して、韓国や台湾
などの企業は国内では1社か2社と競争相手は少なく、国内市場の独占から生
じる独占利益をもとに、巨額投資を一挙に行い市場を押さえるという行動
に対して、日本企業は対抗できなかった。

Ⅲ. 日立製作所の経営と事業構造改革

1. 日立製作所の経営分析
　日立製作所は、原子力発電や火力発電設備などの電力システム、列車製造
や列車運行システムからコンピュータ及びシステム、自動車部品、家電や高
機能部材まで電機関連の多くの製品を製造している世界有数の総合電機メー
カーである。
　しかしその業績は2000年に入ってから急速に落ち込み、ITバブル崩壊後
の2002年、リーマンショック後の2009年にも巨額の赤字を計上するなど経
営状況は不振が続いていた。
　有価証券報告書で日立製作所の経営状況を見れば、いくつかの特徴があ
る（表2）。まず売上高は上昇傾向にあるが、リーマン前には達していない。
すなわち2008年3月期の11兆2267億円をピークに2015年3月期で9761億円、
2016年3月期で10兆343億円とリーマンショック前を上回っていない。他方で、
営業利益、経常利益は15年3月期にはそれぞれ6004億円、3434億円、16年3月
期には6348億円、2947億円と過去最高に達し、利益率指標（売上高営業利益
率、売上高当期純利益率、総資産経常利益率）は2011年から急回復している。
営業利益率は2015年で6.2％と、ここ10年では過去最高を記録している（表2）。
　しかし売上高が停滞しているなかでの利益率の回復ということから、好業績は
「事業構造改革」「リストラ」効果によるもので、「成長部門」に牽引されたも
のではないということがわかる。
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　設備投資は増加傾向にあるが、2015年が8487億円で、2007年3月期1兆
458億円だったから、リーマンショック前には及ばない。売上高研究開発費
比率は2000年代の4％前後に比べると、2010年代は3％後半であり、長期的
に減少傾向にある。

2. 日立製作所の事業構造改革
　売上高が停滞する中で、利益率を急回復させたのは、事業構造改革という
名のリストラである。日立製作所の事業構造改革は1990年代後半の重電か
らIT事業へ、そしてリーマンショック後の社会イノベーション事業への転
換というように、基幹事業の転換を目指してきた。IT事業への転換を鮮明
にしたのは、折からのICT革命の進展を受けて「製造業」からインターネッ
ト技術を有効活用した「ソリューション企業」への転換をうたい文句にし
た、1999年に発表した中期経営計画「i.e.Hitachiプラン」である。
　しかし2000年代初頭のITバブルの崩壊により、日立製作所は2001年3月期に
は1174億円の営業赤字に陥り、事業構造改革に乗り出した。事業構造改革の
一つはIT分野への集中投資をさらに加速させることであり、その一環として
IBMからHDD事業を2800億円で買収した。2 しかし2006年にはハードディスク

表2　日立製作所の経営

出典：「有価証券報告書」
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ドライブ（HDD）やデジタルメディア・民生機器部門の業績悪化、電力・電
機部門の大幅な減益など、事業構造転換は壁に突き当たった。翌2007年には
デジタルメディア・民生機器部門が1009億円の営業赤字になり、さらにリー
マンショックで2009年には日本の製造業として史上最悪の7873億円の赤字を
計上するに至り、さらなる事業改革＝リストラに追い込まれた。
　リーマンショックによる赤字からの脱却策として、需要減のなかでも安定
収益を確保するため、2010年に日立情報システムズなど上場子会社の完全
子会社化等による利益創出、テレビ事業撤退等の赤字事業部門の分社化、不
採算部門整理、公募増資の実施による自己資本比率の回復などの経営再建策
を実施した。またグループ経営の事業構造を「社会イノベーション事業」に
シフトするとともに、カンパニー制を導入し、各事業部門の目標と責任の明
確化、意思決定と事業運営を迅速化した。これらの施策により、2010年に
黒字転換した。
　次いで、日立製作所は安定的な収益構造を確立すべく、2012年に中期経
営計画を策定した。その内容は、グローバル化により国内よりも海外で儲け
る体制をつくること、事業構造としては情報・通信システム、社会・産業シ
ステム、オートモーティブを柱とすることを決定した。
　中期経営計画に基づき、日立工場が生産拠点であった電力事業のうち、火
力事業を分離し、三菱重工と日立製作所の合弁会社「三菱日立パワーシステ
ムズ株式会社」に移管した。三菱日立パワーシステムズの出資比率は三菱重
工が65％、日立は35％であることに示されているように、火力事業は三菱
重工が主導するようになった。原発事業も東日本大震災により今後の国内新
設が望めないなか、海外展開を進めるために、GEとの合弁会社「日立GEニ
ュークリア・エナジー株式会社」に移管した。情報システム事業は、クラウ
ド事業やビッグ・データ利活用、SI事業の強化を柱に、大甕工場などで積極
的に事業展開することにした。
　コスト削減で収益を確保するために、生産集約化、事業所統合、海外調達
の拡大、販管費、間接業務の効率化＝削減を目指すスマトラ計画を発表し、
2015年度には4000億円のコスト削減を図るとした（表3）。
　このように日立製作所は不採算事業の切り離しと重点事業への集約を行う
選択と集中、コスト削減の徹底により、2016年には6348億円と過去最高の
営業利益を確保したのである。
　しかも日立製作所の事業構造改革＝リストラは単に日立製作所本体だけで
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なく、そのグループ企業にも及んでいる。日立市の地域経済に影響を及ぼし
たものとしては、日立金属による日立電線の吸収（2013年）がある。日立
金属は日立製作所が52.8％を保有する有力な連結子会社であり、特殊鋼や磁
性材料、自動車用鋳物などの高機能材料を生産している。一方日立電線は電
線・ケーブルを生産していたが、電機・半導体向けや建設・電力向けの需要
が低迷し、2011年、12年には海底ケーブル事業や銅管事業から撤退すると
ともに、国内で希望退職の募集を行い、2年間で2029名が退職した。日立電
線は日立市に4工場を保有し、生産拠点としていた。日立電線のリストラで
は日立市内立地の工場で1000人以上が退職を余儀なくされたという。
　日立製作所の存在そのものが、企業城下町である日立市の地域経済や市民
生活に大きな影響を与えているのである。したがって地域経済の分析の前
に、日立製作所と市民生活、市政の関わりをみてみよう。それにより日立市
における日立製作所の位置の大きさがわかるだろう。

表3　日立製作所の経営

Ⅳ. 日立製作所と市民生活

　日立市内には、生産機能を持つ工場だけで7事業拠点を有しているほか、研究
拠点としての日立研究所、教育拠点としての日立工業専修学校、不動産開発など
の日立ライフ、病院の日立総合病院が立地している。グループ企業の日立化成工
業、日立電線を合併した日立金属もそれぞれ生産拠点を有している（表4）。
　市内には独身寮や社宅が点在していたほか、日立ライフが造成した戸建ての
住宅団地に日立製作所社員が入居している。商業機能も、日立製作所が直営で
運営していた従業員対象の「供給所」があり、格安で従業員に日用品を供給し
ていた。3 日立市の人口は19.3万人もありながら、市立病院がなく、拠点病院機
能は　日立製作所直営の日立総合病院や多賀地域の多賀総合病院がその機能を
代替している。日立市民の地域医療は日立製作所に依存しているのである。4
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出所：日立製作所「中期経営計画2012」



　このように日立市には日立製作所の事業拠点だけでなく、労働者生活に関
わるさまざまな施設や拠点が立地している。したがって日立製作所の労働者
や市民は、日立の工場などで働き、賃金を得るとともに、「供給所」や日立
ライフのスーパーで日用品を購入し、病気になれば日立総合病院で診察を受
けたり、入院診療を受けたりするのであるから、日立市民や日立製作所労働
者は、日立製作所に依存して、生活しているということができる。

表4　日立市内に立地する日立製作所関連工場・施設

　日立製作所依存（あるいは支配と言うべきか）というのは、市民などの生
活だけでなく、市政もそうである。戦後の日立市長選挙を見ると、18回の
選挙のうちなんと7回も無投票なのである（表5）。人口20万人規模の市長
選挙で、これほど無投票が続く市はほとんどないのではないかと思われる。
1951年と55年の選挙の無投票は、日立市の二大企業の日立製作所と日本鉱
業の間で話し合い、候補を一本化したからであるといわれている（小林、
1980、P33）。話し合いがつかず、選挙となった1959年に、日立製作所出
身の現職が勝利した後は、日立市政をめぐる力関係は日立製作所が優勢とな
り、その後の選挙では、日立製作所が支援する候補が当選してきた。市長選
挙では、候補者は社会党推薦や支持となっていることが多いが、実態として
は労働組合と会社が一体となって支援しているのが実態である。日立市長選
挙は、組合ぐるみ、企業ぐるみで闘われるのであるから、そうでない候補は
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ほとんど勝ち目がない。したがって日立製作所が支援する候補以外は、共産
党など組織候補以外には立候補が難しく、無投票となることが多いのであ
る。その結果、市政は歴代日立製作所の関係者や市や県の行政出身者で占め
られ、行政出身者も日立製作所が支援して当選しているのである。市長候補
は、日立製作所に「あいさつに行き「お墨付き」を得るのが慣例になってい
る」という（『茨城新聞』2015年4月20日）。2015年4月の市長選挙では、
4期連続で無投票であったが、不出馬を表明した現職市長は「1月22日の不
出馬表明会見で、昨年末と同月14日に日立製作所側に自らの引退と後継者
について説明したと明かした」（『茨城新聞』2015年4月20日）。

表5　日立市における市長選挙結果

　また市長だけでなく、市議会でも日立製作所や日立労組出身者が市議会の
約30％前後を占めているほか、最近の茨城県議選でも日立市選出議員5人の
内2～3人が日立関係者であり、衆議院選挙も日立製作所出身者が民主党
から小選挙で当選している。このような政治地図を考えれば、市政は企業よ
りとの批判が出される根拠はある。
　このように日立市では、市民生活も市政も日立製作所に依存しており、日
立製作所の動向は地域経済や地域住民に大きな影響を与えることになる。以
下では、日立製作所の事業構造改革が地域経済に与えている影響について、
検討してみよう。
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Ⅴ. 日立リストラは地域に何をもたらしたか

1. 製造業の衰退と困難な産業構造の転換
　日立市は、日立製作所の関連企業や下請け企業を多く抱えており、地域経
済も日立製作所に依存している。そこで日立製作所の事業構造改革が日立市
の地域経済、とくに製造業にどのような影響を与えたのか、見てみよう。
　日立製作所の事業構造改革によって、日立工場はすでにみたように三菱重
工との合弁会社三菱日立パワーシステムズになり、日立工場の労働者2000
人が転籍している。また家電品を生産している多賀工場では、外国人労働者
などの派遣労働者が生産の主力になり、正規労働者は管理監督者などごくわ
ずかになっている。家電品は、デジタル化、モジュール化により海外企業と
の関係では、競争力を喪失しており、国内市場目当ての生産でも多数の市場
参加者（企業）による競争の激化とデフレによる価格低下により生産コスト
の削減を迫れられたこと、市場需要に応じた生産を行うことで在庫を少なく
するために労働力も生産状況に合わせて変動させるということもあり、需給
調整の容易な派遣労働者など外部労働市場依存を強めたからである。
　日立市は日立製作所の事業の低迷やリストラ、事業構造改革の影響を受け
て、製造業の低迷が続いている。事業所数は1990年の841が2014年には380
に、従業者数も42,327人が23,821人へ、製造品出荷額も1兆5472億円が
9938億円へ、粗付加価値額も5686億円が3107億円へと大幅に減少してい
る。ただし1人当たり付加価値額は従業員数の大幅な減少により、増加傾向
にある（表6）。

表6　衰退する日立市の製造業
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　日立市の製造業のうち、日立製作所の事業と関連があると思われるのが、
金属・機械産業であるので、金属・機械産業の動向を日立製作所のリストラ
が行われるようになった2002年から見てみよう。
　日立市の金属・機械工業の約95％が300人未満の中小企業であり、また全体
の70～80％以上が30人未満の小規模零細企業である。企業数は、2002年の
375事業所が2014年には288に減少しているが、30人以上規模の事業所は減少
していないので、減少したのは30人未満の小規模企業であることがわかる。
従業者数も2002年の24140人が2014年には20984人と3000人余り減少してい
る。製造品出荷額も2002年の1兆677億円が8883億円へと1784億円減少してい
る。粗付加価値額も4477億円から2623億円へと1854億円減少している（表7）。
　金属・機械工業のうち、日立製作所と密接な関連を持つ電気機械器具製造
業を見ると、事業所数は2002年比で32事業所減少し、106事業所となってい
る。従業者数も10066人から9471人へ、出荷額も3681億円から3319億円へ、粗
付加価値額も1327億円から1081億円へといずれも大きく減少させている（表7）。

表7　日立市の金属・機械工業

注）2005年の「30～199人」事業所数は、工業統計では「10～299人」事業所数となって
　　いるので掲出してない。
出所：「工業統計表（市区町村版）」
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　このように日立製作所の関連産業である金属・機械産業は、小規模零細
企業を中心に出荷額も粗付加価値額も大きく減少させている。日立製作所の
リストラに合わせて、日立市の基軸産業である金属・機械産業が衰退しつつ
あるということができよう。
　基軸産業である製造業の衰退に促迫されるように、郊外への大型店舗の出
現による商業も衰退する一方で、日本全体の傾向でもあるが、サービス業、
とくに医療・福祉産業が「成長」している。しかし求人の多い介護職は賃金
も低く、製造業から排出された中高年労働者の吸収先としては不十分であ
る。その結果、製造業のリストラ、とくに日立電線のリストラで日立市内で
は約1000人の希望退職者が出たといわれているが、日立地域では製造業の
求人は少なく、生産工程の仕事を続けようとすると、市外に転出せざるを得
ないこともあり、日立市の人口減少に拍車をかけることになった。5

　日立市では、製造業が衰退傾向にある一方で、第二の基軸産業となる産業
も創出されず、それが地域経済の閉塞感を増しているということができる。
　日立市の基幹産業である日立製作所を中心とする製造業の停滞による地域
経済の縮小傾向に対して、有効な再構築策は未だ打ち出せていないが、日立
製作所の下請け企業である中小の金属・機械産業では新しい動きも出てきて
いる。次にそれを見てみよう。

2. 中小下請け企業の「淘汰」「自立」と再編
　日立市内で日立製作所と直接・間接に取引がある企業は数百社に達すると
みられるが、売上高に占める日立グループの割合は低下しつつある。1996年
には日立グループからの受注高の割合は、96年には72.6％を占めていたが、
2011年には53.1％まで低下している（図2）。これは、日立グループの事業構
造改革と海外展開の進展により、市内企業への発注高が減少しているととも
に、後に見るように日立グループ以外の取引先を開拓してきたことによる。

図2　売上高に占める日立グループからの受注高

出所：日立市（2013）P36
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　受注形態を見ると、日立市（2013）によると、2011年の調査では「受注
先からの図面に基づいた生産（材料支給なしの賃加工）」が47.0％と最も多
く、次いで「受注先からの図面に基づいた生産（材料支給の賃加工）」が
30.3％、合わせて77％と圧倒的に賃加工の仕事が多い。これに対して「受注
先のニーズに基づいた設計図作成と生産」は、8.9％、「自社製品の開発・
生産」は4.7％と少ない。
　独立性という点では、材料支給なしの賃加工企業が多く、受注先のニーズ
に基づいた設計図作成と生産、自社製品の開発・生産を合わせると、約70％
を占めるので、市内中小製造業はある程度は独立性が高いといえるかもしれ
ない。同時に賃加工が多く受注先は日立グループが過半数を占めていること
からすると、発注先の日立製作所の経営状況や発注戦略の変更によって受注
状況が変化するということでもある。
　日立製作所もグローバル展開や事業構造改革にともない、下請け企業の
「自立化」「多様化」を要請するようになり、廃業に追い込まれる企業も出
ている。それは、金属・機械工業における事業所数の減少に現れている。
　ただし、それは日立製作所の事業部門により異なり、家電などを生産してい
る日立アプライアンス（旧多賀工場）では「日立製作所グループの事業再編や
協力企業との外注関係の変化、協力企業群における淘汰が進行」しているが、
発電など重電部門は「日立製作所グループによる生産拠点の海外移転や事業の
統廃合などは弱電部門ほど急激に進行してはいない」（中村、2012、P147）
とされている。しかし重電部門も、火力発電事業は三菱日立パワーシステムズ
に移管したことで、将来的には受注量の減少の可能性がある。6

　こうして日立製作所の中小下請け企業で、廃業を選択しない企業では、日
立製作所との関係を一定維持しながら、「自立」を迫られていると言える。た
だし「自立」への途はさまざまであり、類型化すれば、I. 培ってきた微細加工
技術を生かした医療機器部品など新分野への進出、II. 新製品の開発、III. 保有
技術を利用した取引先の拡大と日立からの自立、IV. 専門技術を持つ企業のネ
ットワークによる受注拡大、V. 海外への進出という形態に分類できる。
　培ってきた微細加工技術を生かして医療機器部品など新分野へ進出した
Iの事例では、渡辺工業所（従業員11名）がある。同社は先代の創業者が
1970年に日立製作所の下請け工場から独立し、日立工機の一次下請けであ
る青山製作所の二次下請けとして自動車部品（カーエアコン用）の生産を材
料支給の賃加工で請け負っていた。しかしリーマンショックで急激に自動車
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部品の仕事が減少するとともに、納入先である当時の日立ユニシアオートモ
ーティブがカーエアコンの生産から撤退し、廃業の危機に見舞われた。7 そ
こで以前の取引先である青山製作所塙工場（福島県、現在は撤退）に飛び
込み営業を行い、自動車部品を受注し会社を存続させた。その後ひたちなか
市の日立ハイテクノロジーズから医療用機器部品（心電図、血液攪拌機、
MRI、CT用の部品）生産の受注に成功し、現在は医療用機器部品と自動車
部品の賃加工がメインである。同社が医療用機器部品の受注に成功したの
は、バイトも自分で作り、短時間で加工（1日4000個生産可能）でき、NC
工作機よりも倍の生産性を上げることができるという独自加工技術を保有し
ていたことが大きい。
　このような医療用機器部品への進出は、日立市の商工振興計画でも推進す
るとされ、日立市は毎年ドイツで開催される医療用機器の国際展示会への共
同出展と商談を支援している。
　IIの新製品開発では、エレベーターのモーターなどを日立製作所に納めて
きた茨城製作所（日立市）は非常用電源などに使える高効率な小型水力発電
機を2013年に発売した。同社は1967年操業で、主として回転電動機（モータ
ー、発電機、補機類）全般の製作、修理、オーバーホールを事業とする、従
業員100名の企業である。同社が開発した小型水力発電機は、茨城大学との
共同開発で、同社で培ってきた回転電動機製造技術を活用した独自の自然エ
ネルギー発電機である。同社は日立製作所との取引は続けながら、事業の幅
を広げる方針だという。
　また日立の下請けから出発し、モーター製造などの技術を生かして世界最
小級のICタグや、微生物で排せつ物を分解するバイオトイレを開発したスタ
ーエンジニアリング（日立市）のような事例もある。同社は、1972年操業
で従業員45名で、韓国、中国、台湾にも関連会社を有している。同社はも
ともと日立製作所の下請け企業としてマイクロメーターやコイルを生産して
いた。同社はモーター製造で培った超微細な巻き線技術を応用し、小型で高
精度、低コストのICタグを開発し、現在では日立製作所以外にもソニーや
パナソニック、アルプス電気など取引先を拡大している。
　IIIの自社保有技術を利用して日立から自立した事例では、松田工業所（常
陸太田市）がある。同社は創業者が日産化学を経て、日立製作所の下請け企
業の鍛造工場で働いたあと、1964年に独立操業した会社である。現経営者は
川崎重工業でボイラ製造の仕事をしていたが、1969年に父親が経営していた
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同社に入社した。同社は鍛造品の製造を業務とし、以前は日立製作所国分工
場の遮断機、日立工場のタービンブレードなどの鍛造品を受注していたが、
福島原発事故後原子力発電事業関連の仕事がなくなり、日立工場からの受注
はなくなった。現在は自動車部品の鍛造品が売上の半分を占め、受注先はい
すゞ、三菱キャタピラの子会社など全国26社にまたがっている。自動車部品
は、電力部品と異なり、利益率は低く値下げ要求（3～7％）と発注量の減
少（以前は月1000台だったのが現在は300台に減少）で、経営は楽ではない
という。しかし同社が生き残れたのは独自の鍛造技術を保有していたから
で、同社では中小型の鍛造品を素材に関わりなく型鍛造も自由鍛造も、自動
車部品だけでなく昇降機や鉄道車両部品、ジェット戦闘機用のコネクタや油
圧関係の部品まで鍛造できる技術力を保有しているからであろう。
　IVの専門技術を持つ企業のネットワークによる受注拡大をめざす取り組み
では、共同受注体のGLITがある（図3）。GLITは，保有技術が異なる日立製
作所の下請け企業10社が、ネットワークを形成し、プロジェクト毎に最適な
管理企業を選定し、その管理企業が取りまとめを行うという、いわばバーチャ
ルカンパニーである。参加企業は、NC旋盤による精密切削加工、鍛造品の加
工、金型設計・製作、精密板金加工、精密プレス加工、微細加工、樹脂加工・
装置製作、治工具・省力化機械設計・製造、ネジの製造、スプリング製造の技
術を持ち、それらの技術を総合して設計から加工、組立、検査まで地域で完結
させる体制をとっている。この取り組みが、脱日立製作所につながるのか不明
であるが、ネットワーク型のバーチャルカンパニーは興味深い試みである。

図3　GLITの概念図

出所：GLITのHP
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　日立製作所のグローバル展開や海外調達により、日立製作所からの受注増
大が見込めない中で、自ら海外進出する事例もある。関プレス、大友製作
所、日昌製作所、スターエンジニアリングなど13社がベトナム、フィリピ
ン、中国などに進出している（表8）。進出している企業の取引先は、日立
製作所の家電事業の日立アプライアンスと自動車部品の日立オートモーティ
ブズが多いが、家電事業は1990年代に海外展開が進み、国内生産が減少した
ことから、生産工場の海外展開に合わせて関連部品工場も海外進出したこと
による。

表8　日立市内中小企業の海外展開

　このように市内の下請け企業は、日立製作所のグローバル展開や事業構造
改革にあわせて、否応なく「自立」を迫られているといえる。現在存続して
いる企業の多くは独自技術を保有しているほか、経営者自身も「自立」への
意識が強いことが、存続を可能にした要因であり、そうでない企業は淘汰さ
れていったのである。淘汰された企業も多く、存続している企業も受注減少
のなかで経営的な困難を抱えながら、「自立」への途を模索しているのである。

Ⅵ. おわりに
　日立市は日立製作所発祥の地として市内には関連工場も含めて多くの工場
が立地し、関連下請け企業も含めると、日立製作所およびその関連事業は地
域経済を支える柱である。しかし2001年以後の日立製作所の度重なる赤字
転落に象徴される経営不振、それを打開すべく企図されたグローバル化と事
業構造展開により、日立市の製造業は衰退しつつある。日立製作所からの発
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注量の減少に対して、下請け中小企業はさまざまな方向で「自立」を迫られ
ている。日立製作所の下請け中小企業が「自立」できるかは、日立市の地域
経済基盤の再構築だけでなく、日本全体の中小企業の経営困難に対して、打
開の途を提示することになるだろう。その意味で、本論文で分析したような
下請け中小企業の試みは興味深い。
　また日立製作所は市政にも大きな影響力を持ち、市民生活を左右するほど
の影響力を有しているが、日立市政も日立製作所からの自立を迫られている
と言える。4期連続無投票で日立製作所が支援する行政出身者が市政を担う
ようでは、地域経済の衰退を市民本位で打開できるのか疑問である。その意
味では、市民もまた自立した思考をを求められているといえるだろう。

80年代の電機産業の市場シェアについては、藤田実（2011）を参照のこと

HDD事業は買収後も赤字が続いたが、2008年には黒字になるなど事業立て直

しに成功したが、リーマンショック後の事業構造改革で社会イノベーション事

業に注力するなかで、日立製作所の事業展開との相乗効果が薄いとして、2011

年に事業から撤退した。

「供給所」はその後、日立製作所から分離した日立福利サービス株式会社（後

に日立木材地所と合併して日立ライフ）が経営するようになり、2006年に全店

閉店するまで市内でスーパーなどを経営していた。日立市の商業の歴史的展開

については、「供給所」の展開も含めて小野寺（2012）が詳しい。

もっとも豊田市も市立病院がなくトヨタ自動車が経営するトヨタ記念病院があ

るというのは共通しており、企業城下町の特徴である。

日立市の人口は、1950年の5万6066人が、町村合併もあり55年には13万1011人

に、その後も増加を続け、1985年に20万6074人とピークを迎えた後、2016年12

月には18万2607人に減少している。2013年の住民基本台帳人口移動報告では、

立市の転出超過数は全国で2番目に多いなど、日立製作所の事業構造改革と

それによる製造業の衰退は大きな転出超過となって現れたのである。

市の担当職員へのヒアリングでは、三菱日立パワーシステムズからは「当面は

協力企業への発注量は維持するが、将来も保障するわけではない。技術面で提

案できるようにして欲しい」と言われているという。

（注）
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